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調査レポート 

 

今月のグラフ（2024年 10月） 
 

自然災害は消費活動にどう影響したのか？ 
 

調査部 研究員 小林 啓介 

 

2024年 8月、日本列島各地で自然災害が発生した（図表 1）。中でも 8月 8日に発生し、南海トラフ地震臨時

情報の発出にも繋がったマグニチュード 7.1 の宮崎県日向灘地震、12 日に岩手県大船渡市付近に上陸した台

風 5号、29日に鹿児島県薩摩川内市付近に上陸した台風 10号の 3つは、甚大な被害をもたらした。 

こうした自然災害は被災地のインフラを破壊し、大きな傷跡を残すとともに、被災地以外の地域も含め、人々の

消費活動にも悪影響を及ぼす。例えば、各種注意報の発令や公共交通機関の機能麻痺は人々の外出抑制に

つながることから、消費活動を押し下げると考えられる。もっとも、自然災害の発生は人々の防災意識を高める面

もあり、備蓄需要を刺激することで消費を押し上げる可能性もある。 

そこで、内閣府「景気ウォッチャー調査（令和 6 年 8 月調査結果）」をもとに、8 月に発生した自然災害が家計

動向関連の景気ウォッチャーによる景気の現状判断に与えた影響を分析することで、消費活動への影響度合い

を確認した。具体的には、公表されている主なコメントのうち自然災害に関する語句（「南海トラフ」、「地震」、「台

風」、「災害」）が含まれているものを抜き出し、それらのみで景気の現状判断 DI（方向性）を業種別に作成した。

その上で、公表されている全回答者による現状判断 DI（方向性）との差分を求めた。仮にプラス（マイナス）の値

となれば、自然災害の発生が消費の押し上げ（押し下げ）に作用した可能性が示唆される。 

分析結果（図表 2）を見ると、サービスやコンビニ、百貨店はマイナスの値となっており、消費が押し下げられた

ことが分かる。これらの業種では、「台風や地震の影響で客は旅行を自粛する傾向があり、明らかに客の動きが減

少している。（都市型ホテル／スタッフ／九州）」や「台風が接近し来客数に大きな影響を与えている。（遊園地／

経営者／東北）」のように、自然災害が客数の減少につながった。一方、スーパーはプラスの値となっており、消

費が押し上げられたことが分かる。「地震や台風への防災意識が高まり、定番品を中心に売上が伸びている。（ス

ーパー／企画／近畿）」のように、自然災害が人々の備蓄需要を刺激した姿が見て取れる。各業種が扱う品目に

着目すれば、自然災害は耐久財や半耐久財、サービス等の多くの品目の需要にマイナスに作用したとみられる

が、日用品等の非耐久財の需要が刺激されたことは、7－9 月期の個人消費の落ち込みを幾分緩和した可能性

がある。  
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図表 1 2024年 8月に発生した主な自然災害 

 

（出所）内閣府「内閣府防災情報」、国土交通省「行政区域データ」、気象庁「台風経路図」を基に当社作成 

 

図表 2 自然災害の個人消費への影響度合い 

 

（注 1）景気ウォッチャー調査（令和 6年 8月調査）の「景気の現状に対する判断理由等」において、家計動向関連の景気ウ

ォッチャーによる「南海トラフ」、「地震」、「台風」、「災害」に言及したコメントを取り出して現状判断 DI（方向性）を算

出し、公表されている家計動向関連の現状判断 DI（方向性）の原数値との差分を計算した。 

（注 2）本図表において、「その他小売店」には景気ウォッチャー調査の業種別分類における「商店街・一般小売店」、「百貨

店」、「衣料品専門店」、「家電量販店」、「乗用車・自動車備品販売店」、「その他小売店」が、「サービス」には景気ウ

ォッチャー調査の業種別分類における「サービス」と「飲食」が含まれている。 

（出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」を基に当社作成 
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－ ご利用に際して －  

◼ 本資料は、執筆時点で信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証

するものではありません。 

◼ また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

◼ 本資料に基づくお客さまの決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お

客さまご自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

◼ 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱 UFJ

リサーチ&コンサルティングと明記してください。 

◼ 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


